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広報もとみや　平成18年12月

住民基本台帳人口

（Ｈ18．３．31）
22,208人

（１）人件費の状況（平成17年度一般会計決算）

２．職員の給与の状況

※人件費には、特別職に支給される給料、報酬等も含まれています。

支 給 月
期 末 手 当
勤 勉 手 当

計

６月
1.40月分
0.70月分
2.10月分

12月
1.60月分
0.75月分
2.35月分

計
3.00月分
1.45月分
4.45月分

（７）期末・勤勉手当の支給割合（平成17年度）

区 分

町 長

給 料 月 額

815,000円
（611,250円）

助 役
652,000円

（554,200円）

教 育 長
612,000円

（520,200円）

区 分

議 長

副 議 長

常任委員長
運営委員長

議 員

報 酬 月 額
326,000円

（309,700円）
244,000円

（231,800円）
232,000円

（220,400円）
220,000円

（209,000円）

期 末 手 当

（支給割合）
 ６月期　1.60月
12月期　1.75月
　　計　　3.35月

（８）特別職の報酬等の状況（平成17年度）

※給料月額及び報酬月額の欄の下段（　）内は、減額後の額。町長については、平成17年４月から平成18年３月まで、給料月額の25％
　を減額しました。また、助役、教育長については、平成17年４月から平成18年３月まで、給料月額の15％を減額しました。議長、副
　議長、常任委員長、運営委員長、議員については、平成17年４月から平成17年６月まで、報酬月額の５％を減額しました。

区　分
標準的な
職　　名

１級
主事補
技師補

２級
主　事
技　師

３級

副主査

４級
係　長
主　査

５級
課長補佐
主任主査

６級
課長・主幹

課長補佐・副主幹

７級
課　長
主　幹

８級

参　事

職員数
構成比

3人
2.0％

4人
2.6％

17人
11.0％

27人
17.5％

30人
19.5％

57人
37.0％

5人
3.3％

11人
7.1％

計

154人
100％

（６）一般行政職の級別職員数の状況（平成17年12月１日現在）

※職員数は、一般会計より給与を支出している職員を対象としています。

区　　　分

一般行政職 大 学 卒
高 校 卒

初　任　給
159,700円
138,400円

経験年数10年
268,500円
220,400円

経験年数15年
307,700円
276,800円

経験年数20年
352,200円
314,600円

（５）職員の初任給及び経験年数別・学歴別平均給料月額（平成17年12月１日現在）

区　　　分
一般行政職
技能労務職

平均給料月額
351,228円
341,630円

平均給与月額
367,084円
357,115円

平均年齢
45歳２か月
53歳11か月

（４）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成17年12月１日現在）

※平均給与月額とは、給料と職員手当（扶養・住居・通勤手当を含む。）の合計を職員数で除した金額です。

区　　　分
一般行政職

（３）ラスパイレス指数の状況

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与を100とした場合の地方公務員の給与水準を表し、平成15年、平成16年及び
　平成17年については、4.3％減額した給料月額で算出した指数です。

職 員 数

　歳 出 額（Ａ）

千円
6,116,736

給　　料

実 質 収 支

千円
185,676

平成13年
95.7

給　　　　与　　　　費
職員手当

　人 件 費（Ｂ）

千円
1,500,225

平成14年
96.2

期末・勤勉手当

人 件 費 率
（Ｂ／Ａ）

％
24.5

平成15年
91.4

計
Ａ

Ｂ

（参考）
前年度の人件費率

％
23.2

平成16年
88.8

平成17年
89.7

一人当たり給与費
（Ｂ／Ａ）

人
167

千円
701,844

千円
62,241

千円
284,046

千円
1,048,131

千円
6,276

（２）職員給与費の状況（平成17年度一般会計決算）

増減数
平成18年－平成14年

（単位：人）

0
0
0

▲4
▲3
▲3
▲1
▲4
▲4
▲19
▲3
▲3
0

▲2
0

▲2
▲24

（ 参 考 ）
数値目標（平成22年）

▲10
126
▲2
31
0
19

▲12
176

平成17年
計画前年度

－
136
－
33
－
19
－

188

平成18年
（計画１年目）

0
136
▲2
31
1
20
▲1
187

平成19年
（計画２年目）

平成20年
（計画３年目）

平成21年
（計画４年目）

平成22年
（計画５年目）

職　　　員　　　数
平成17年平成16年平成15年

区分
職 員 数

Ｈ17．４．１現在
188

退 職 者 数
4

採 用 者 数
3

Ｈ18．４．１現在
187

平成14年
3
45
14
35
12
0
8
6
13
136
33
33
8
4
7
19
188

平成18年
3
44
15
37
11
0
8
5
13

136
31
31
8
4
8
20

187

3
44
15
40
13
0
9
7
14
145
32
32
8
4
7
19
196

3
43
15
42
13
0
9
8
17
150
36
36
8
5
7
20
206

3
44
15
41
14
3
9
9
17
155
34
34
8
6
8
22
211

議　　　会
総　　　務
税　　　務
民　　　生
衛　　　生
労　　　働
農　　　水
商　　　工
土　　　木
小　　　計
教　　　育
小　　　計
水　　　道
下　水　道
そ　の　他
小　　　計

増 減 員 数
職 員 数
増 減 員 数
職 員 数
増 減 員 数
職 員 数
増 減 員 数
職 員 数

一 般 行 政

教 　 　 育

公営企業等会計

合　　計

区 分部 門

区　分

（４）部門別職員数（各年４月１日現在）

※職員数は、地方公共団体定員管理調査に基づく一般職に属する職員数であり、教育長を含む。

一

般

行

政

部

門

教育部門

公営企業会計
部 門 な ど

合　　計

部　門

（単位：人）（１）職員の採用・退職の状況（平成17年４月２日～平成18年４月１日）

１．職員の任免及び職員数に関する状況

※採用者数には、再任用職員１名を含む。

定年退職 勧奨退職 普通退職 分限免職 懲戒免職 失　　職 死亡退職 任期満了 合　　計
4 4

（単位：人）（２）事由別退職者数（平成17年度）

職種
一 般 事 務

申込者数
70

受験者数（Ａ）
62

合格者数（Ｂ）
3

競争率（Ａ）／（Ｂ）
20.7倍

（単位：人）（３）採用試験の実施状況（平成17年度）

（単位：人）（５）定員適正化計画の年次別進捗状況（各年４月１日現在）

※計画期間は、平成18年から22年の５年間です。平成18年の増減員数は、計画前年度の数値との比較です。
　今後も事務事業の見直しなどを進めながら、退職者補充を最小限に止め、さらに定員削減を図ってまいります。
　【部門説明】
　　　○一般行政部門：議会、総務・企画、税務、民生・衛生、商工・労働、農林水産、土木部門
　　　○教育部門：教育部門（保育所を除く。）
　　　○公営企業等会計部門：水道、下水道、国保、介護保険部門




